第２号様式（第３関係）

事業計画書（金融系外国企業事業基盤支援補助金）
	１．申請者
	記入日(西暦)
	年　　月　　日

	会社名
	

	事業所所在地
	〒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話

	事業内容
	　　　　　　□　資産運用業　　　　　　　□　FinTech

	代表者
	

	拠点設立日
（右記より総合的判断）
	１．都内に事業所確保　　　　　　　　　　　　　　 　年　　月 　　日
２．法人設立登記日（外国企業は支店登記日）　　　　 年　　月　　 日
３．常時雇用する従業員雇用日　　　　　　　　　　　 年　　月　 　日

４．主事業開始日（ライセンス必要な場合は取得日） 　年　　月　　 日


２．事業内容　
	項目
	記入欄

	経営理念
	

	競合上の強み
（差別化等）
	

	成長戦略
（3年程度）
	※　貴社がビジネスを成長させるための戦略

	雇用・
人員計画
	1 人員体制・役割分担　（　　　年　　　月現在）
役員（監査役含む）・従業員数　　　　　名　　

（内　役員：常勤　　名、非常勤　名
従業員：正規雇用　　名　非正規雇用　　名）
※従業員兼務役員及び雇用保険加入非対象者がいる場合は下記に人数と対象者属性を記載

②　採用・育成計画　

	補足事項
（計画実現のための課題、
・実行スケジュール・その他）
	


３.販売先
	主な顧客
	売上高予定（申請年度）

	
	千円

	
	千円

	
	千円


４．想定必要経費（交付申請日までの補助金対象経費）※千円未満切り捨て
（１）オフィス賃借料
	場所
	賃借料（月額）
	支払方法

	
	千円
	前月　　日

	広さ
	交付対象賃借期間
	備考

	　　　　　　　　　　　
	
	


（２）専門機関等コンサルティング費
	依頼先
	実施時期
	相談内容
	費用

	
	月
	
	千円

	
	月
	
	千円


（３）器具備品等購入費用
	製品等
	購入時期
	総額（単価）
	備考

	
	月
	千円（　　千円）
	

	
	月
	千円（　　千円）
	

	
	月
	千円（　　千円）
	


５．収支計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者の会計年度
	
	設立初年度
(　年　月期)
	2年目
(　年　月期)
	3年目
(　年　月期)
	4年目
(　年　月期)

	売上高【Ａ】
	万円
	万円
	万円
	万円

	売上原価【Ｂ】
	万円
	万円
	万円
	万円

	経
費
	人件費
	万円
	万円
	万円
	万円

	
	オフィス賃借料
	万円
	万円
	万円
	万円

	
	そ
の
他
	
	万円
	万円
	万円
	万円

	
	
	
	万円
	万円
	万円
	万円

	
	
	
	万円
	万円
	万円
	万円

	
	
	
	万円
	万円
	万円
	万円

	
	経費合計【Ｃ】
	万円
	万円
	万円
	万円

	営業利益【Ｄ】
（【Ａ】-【Ｂ】-【Ｃ】）
	万円
	万円
	万円
	万円

	営業外損益【Ｅ】
	万円
	万円
	万円
	万円

	経常利益
（【Ｄ】＋【Ｅ】）
	万円
	万円
	万円
	万円


※　上記収支計画は内容記載資料の別添でも可
※　計画を２か年度分記載できない場合は別添にて提出すること

